
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

Ⅰ．研究科・専攻の概要・目的 

１．研究科・専攻の概要： 

  広島大学大学院生物圏科学研究科は、生物資源科学専攻（定員： 博士課程前期 30 名 / 博士課程後

期 12 名）、生物機能開発学専攻（定員：博士課程前期 24 名 / 博士課程後期 12 名）、環境循環系制御学

専攻（定員：博士課程前期 19 名 / 博士課程後期 9 名）の３専攻からなる。教員は、生物資源科学専攻（陸域

動物生産学講座、水圏生物生産学講座、瀬戸内圏フィールド科学講座）に 31 名、生物機能開発学専攻（分

子生命開発学講座、食資源科学講座）に 26 名、環境循環系制御学専攻（環境予測制御論講座、環境評価

論講座）に 18 名の合計 75 名である。また、連携講座として学外の 5 研究機関（独立行政法人酒類総合研究

所、独立行政法人海洋研究開発機構、独立行政法人産業技術総合研究所中国センター、独立行政法人農

業・食品産業技術総合研究機構 近畿中国四国農業研究センター、株式会社林原生物化学研究所）が参画

（17 名の客員教員）している。これら教員組織を基礎に、附属施設（農場、圃場、実習船、水産実験所、食品

工場）や地域、国内外のフィールドを活用した食料と環境に関わる教育や研究を推進し、時代と社会の要請に

応えうる人材を養成している。 

 

２．研究科の理念と教育の目的： 

本研究科は、「人間と自然の調和的な共存を図るため、生物圏におきている現象の科学的な解明と問題の

解決を通して、人類の福祉と平和に貢献する教育と研究を推進する」ことを理念とし、「地域・国際社会におけ

る応用生物学・環境学系の高度専門技術者・研究者として、時代と社会の要請に応えうる人材を養成する」こ

とを教育目的としている。それに従って、各専攻では以下のディプロマポリシーを定めている。 

   生物資源科学専攻  ：自然と調和する持続的な生物生産活動の創出とその展開能力 

   生物機能開発学専攻 ：生物機能・生物資源の活用とその高度利用技術の開発能力 

   環境循環系制御学専攻：生物圏内の循環系を評価・予測・制御する技術の開発能力 

 

３．これまでの教育研究活動の状況： 

本研究科のディプロマポリシーに沿って、博士課程前期では履修科目は必修科目 10 単位、選択必修科目

（主指導教員と協議の上で決定）11 単位、選択科目 9 単位以上で、合計 30 単位以上の取得を課し、コース

ワークを充実させている。また、修士論文の作成では、主指導教員の他に副指導教員（２名以上）という複数

指導教員体制で指導し、研究計画発表、中間発表会、修士論文発表会を行わせ、研究内容の質と修士号の

取得に足る人材の質の保証を行うリサーチワークを併用している。博士課程後期では履修科目は必修科目 2

単位、選択必修科目（主指導教員と協議の上で決定）2 単位、選択科目 4 単位以上で合計 8 単位以上の取

得を課している。また博士論文の作成にあたっても、複数指導教員体制で指導し、研究計画発表、中間報告

会、予備検討審査、論文審査、学位論文目録での書類審査、博士論文公開発表会および諮問委員会での

審査を課し、研究内容と博士号の取得に足る人材の質の保証に努めている。 

しかしながら、本研究科への入学生は、教員が兼担する学部（生物生産学部および総合科学部）卒業生だけ

でなく、半数が他大学・他学部の卒業生、留学生および社会人で占められ、入学前の学業背景および修了後の

進路希望も多様化しており、一律のカリキュラムでは教育目的と学生の希望の達成が難しい状況にあった。すな
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わち、従来の専攻レベルのカリキュラムだけでは授業科目が専門・細分化しすぎており、研究科の理念に関わる

総合的な視野を養うためのカリキュラムとはなっていなかった。それゆえ、変動の激しいグローバル社会に対応で

きる、地域性と国際性を併せ持った実践的な高度専門技術者を養成すると共に、学生の希望に柔軟に対応で

きる大学院教育課程を整備する必要があった。同時に、コースワークを充実させ、複数指導体制をより実質化す

ることで、教員個々の能力だけに依存しない学生指導を充実すること、さらに、学生がより良い環境で学べる整

備や経済的支援も充実させる必要がある。 

 

Ⅱ．教育プログラムの目的・特色 

１．本プログラムにより養成される人材像 

上述した本研究科の教育の目的に即した人材、すなわち、食料・環境系の高度専門実践技術者としてスペ

シャリストあるいはゼネラリストの能力を持ち、人間性、国際性を有した有能な人材である。 
 

２．期待された成果 

多様なバックグラウンドと多様な能力を持ち修了時の到達目標も異なる入学生に対して、個々の学生の到

達目標に対応可能なカリキュラムを提供し、人間性、国際性、自主性を涵養させるとともに、研究能力を身に

付けさせ、社会の要請に応えうる食料・環境系の高度専門実践技術者としてスペシャリストあるいはゼネラリスト

になりうる人材を養成する。 
 

３．独創的な点 

多様なバックグラウンドを持つ学生に対して、食料・環境系の高度専門実践技術者として広い視野と高い専

門性を併せ持った人材を養成する目的で、補完科目→専門基礎科目→専門科目→実践科目→修士・博士

論文と段階的に科目履修を進めさせ（ステップアップ形式）、必要な基礎的知識・専門的技能と研究課題の抽

出・解決能力を着実に修得させる新しいカリキュラムを構築すること。一方、ステップ毎に、主指導教員・副指

導教員と相談しながら、学生が自らの到達目標を作成する。全プログラムを通して、e ラーニングポートフォリオ

（Ｗｅｂ上での教育記録システム）により教育活動履歴を記録しながら、ステップ毎に学生による自己評価と教

員による評価を実施し、次のステップの到達目標を作り、ステップアップしていく。これらの内容は、大学院教

育における教育の体系化と質の保証という観点で、独創的である。 

 

Ⅲ．教育プログラムの実施計画の概要 

１．教育実施体系の整備 

(1) カリキュラム改革とサブセメスター制の導入：平成２１年度より、従来型の講義スタイル（15 回の授業

+1 回の試験=2 単位/1 科目）をサブセメスター型の講義（8 回の授業(試験)=1 単位/1 科目）2 科目に再編し、

多様な学生に対応した多様な授業科目を提供する。 

(2) ステップアッププログラムの構築：平成２０年度より各セメスターをステップとして区切り、ステップ毎に

複数指導教員との面談を行い、履修と研究計画の見直しを行ってステップアップさせる指導体制を構築する

（図１・図２・図３）。 
(3) e ラーニングポートフォリオ（教育記録システム）の構築:平成 19 年度後期より書面記録により教

育記録の試行を開始する。平成 20 年度からは Web システムの開発に着手し、22 年度には Web 上での記録・

管理・省察ができるシステムを構築する。 

(4) プログラムの評価と点検：大学院教育改革推進委員会は在学生と企業などにアンケート調査を行って

専門分野別評価を実施し、プログラムの解析・評価を行う。学務委員会は、大学院教育改革推進委員会によ

る解析・評価結果を基にプログラムの改善策を検討する。 
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                   図 1: ステップアップ毎のカリキュラムマップ 

 

 

２．教育カリキュラムの整備 

(1) コースワークの整備：コースワークでは、本研究科が用意した複数の科目の中から専攻の教育目標と

個々の学生の到達目標に沿う科目を選択履修、および多様な研究領域を紹介する共同セミナーを履修し、そ

れぞれの成績や評価から総合的に学位取得の可否を決定する。博士課程前期では、コースワークを充実させ

るため、専門性の異なる専攻の教員が実施する必修の実験科目を受講させる。 

(2) カリキュラムの整備：研究科附属瀬戸内圏フィールド科学教育研究センターと練習船豊潮丸を活用し

たフィールド演習を開設し、外国語コミュニケーション、海外インターンシップ、生命倫理、科学者･技術者倫理、

学術ボランティア演習、酒類総合研究所で行う醸造実験実習などの実践科目を充実させる。専門外国語科目

担当の外国人特任教員を平成 19 年度後期から採用し、英語による専門講義科目を充実させる。海外演習の

単位互換交流協定を積極的に行う。 
 

３．学習環境の改善 

(1) 学生の主体的活動の支援：大学院生が自らの手で講演会や勉強会、若手研究者交流会を実施できる

院生会を組織させ、その支援を行う。 
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ステップ１M（１セメスター）：不足する基礎的知識の補完を重視した授業科目の履修と研究計画の立案
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大学院の講義
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図 2: 初年度の履修計画作成マップ  

ステップ セメスター
博士課程後期学生の 

標準履修授業科目と課題 

1D 1・2 
生命倫理、実践科目（申請書作成技術、プレ

ゼンテーションＢ等）、到達目標の自己評価 

0D 入学時
入学時の基礎力の評価、到達目標・履修指

導・研究指導の方針決定 

ステップ セメスター
博士課程前期学生の 

標準履修授業科目と課題 

2M 2 

専門科目、実践科目（プレゼンテーションＡ、イ

ンターンシップ、研究ボランティア演習等）、他

研究科科目、共同セミナー、特別研究、 

1M 1 

科学者・技術者倫理、補完科目、専門基礎科

目、専門科目、他研究科科目、共同セミナー、

特別研究 

0M 入学時
入学時の基礎力の評価、到達目標・履修指

導・研究指導の方針決定 

図 3: 初年度の履修科目と課題 

到達目標の素案 
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(2) 大学院博士課程後期の学生の研究支援：大学院後期学生をＲＡとして採用し、授業料の半額相当の経

済的支援や、食料・環境系に関わる高度な研究活動を支援する。 

(3) 大学院生の学習環境改善の支援：学生の国際性を高めるため、国際学会発表、国際サマースクール、

海外インターンシップ、英語論文添削、英語 e ラーニング、TOEIC 受験などの支援を行い、英語教育を推進す

る。 
 

４．教員の意識改革 

(1) ＦＤの実施：教育改革に関する講演会や勉強会、大学院生との意見交換会をＦＤとして開催する。 

 

Ⅳ．教育プログラムの実施結果 

１．教育プログラムの実施による大学院教育の改善・充実について 

(1) 教育プログラムの実施計画が着実に実施され、大学院教育の改善・充実に貢献したか  

Ⅰ−３に記載した課題を改善するために、下記の改善・充実を行った。 
 

① 教育実施体系と教育カリキュラムの整備 

○ サブセメスター制の運用 

 サブセメスター制（１年４学期制）を導入することにより、2 単位 16 回の講義科目を 1 単位 8 回に変更し、学生

の多様な受講形態を可能とさせた。また、従来の講義科目を「専門基礎科目」、｢専門科目｣、「実践科目」に分

類し、学生が目指す方向性（スペシャリスト型またはゼネラリスト型）に応じたステップアップ型の受講形態を

可能にした。各専攻共通の「専門基礎科目」、「実践科目」(フィールド科学演習、生命倫理、学術ボランティア

演習、海外インターンシップ、国内インターンシップ、テクニカルライティング、外国語コミュニケーション等)の新

たな授業科目を新設し、単位認定基準も明確にし、基礎教育および高度実践技術者教育のための基盤を整

備した。平成 20 年度の授業科目数が 104 科目であったのに対し、サブセメスター制導入後の平成 21 年度で

は 184 科目の授業科目とほぼ倍増することができ、食料・環境分野での社会的要請に応えられる人材の養成

のため、多様な到達目標に対応するカリキュラム体系が構築できた。アンケート調査により次年度の改善点も

明らかにした。これらの取り組みを実施することで、食料・環境系の高度専門実践技術者を目ざす本研究科の

人材養成の目標に加え、個々の入学生の到達目標に対応可能なカリキュラムを構築できた。 
 
○ カリキュラム実施状況としての運営体制 

 本プログラムの実行・運営組織として、大学院 GP 幹事会および大学院 GP 推進委員会を編成し、大学院学

務委員会と連携しながら、プログラムを推進した。また、外部評価のために他大学・民間企業等に学外評価委

員を委嘱し、年度ごとにプログラム活動の評価を受けた。また、内部評価のため、研究科教育改革推進委員会

内に大学院ＧＰモニタリングＷＧを設置し、アンケート調査等を行ってＧＰ事業の評価を行い、プログラム改善

のための提言を行った。ＰＤＣＡを回すことができる運営体制を構築することで、大学院教育プログラムのさらな

る改善と充実を行った。 
 
○e ラーニングポートフォリオ（教育記録システム） 

 多様な能力・進路・将来設計を持つ学

生に対する食料・環境系の高度専門実

践技術者教育を達成させるため、ステッ

プアッププログラムのプロセス管理を行う

システムの開発と運用を行った。完成した

システム(図 4)では、多様なバックグラウン

ドや目的を持った学生が設定した到達目

標を確実に達成させるため、学生と主・副

指 導 教 員 が ICT(information and 

communication technology ) を 用 いて
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Web 上で講義の履修状況、研究の進捗状況、論文の準備状況などを常に記録・確認できる。また、学習の初

めに、主・副指導教員の指導を受けて個々の学生の各ステップ、および修了時点の到達目標と、それを測定

するための指標を学生と指導教員とで設定し、ステップごとおよび修了判定時期に、目標にどのくらい到達し

たか、その到達度の省察を学生自身が行い、学生の省察に対する教員コメントも記録できるシステムである。

構築したシステムは、博士課程前期１年学生を対象に平成 22 年 6 月から開始した。開始にあたっては、日本

語版と英語版のマニュアルを作成して説明会を実施した。10 月からは博士課程後期１年学生にも使用させた。

このように、サブセメスター制を用いた体系化カリキュラムと、大学院教育における到達目標の設定およびその

省察のシステムを稼働させ、大学院教育の質を保証するシステムを構築した(図５・図 6)。  
 

 

図５：ｅラーニングポートフォリオ：学生トップページ 

 

 

図６：ｅラーニングポートフォリオ 自己評価コンテンツ（到達目標の記載と省察のページ） 
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○ セミナー 

当該研究科で主催したセミナーは平成19年度に48回であったが、20年度は52回、21年度は60回、22年度

では57回と、順調に開催回数を増加させる事ができた。 
 
○ 大学院学生の国際性と英語教育の推進 

 国際的に通用する人材の育成を目指し、国際学術雑誌投稿のための英文校閲支援、英語 e ラーニングの実

施、TOEIC の受験支援、外国人特任教員による演習の受講推奨を行なった。 

・ 英文校閲 

平成２０年度の支援学生は８名であったが、21 年度には 11 名に増え、22 年度には 28 名に増加した。 

・ 英語 e ラーニングの実施 

Newton 社の TLT training Soft を導入し、大学院生が Web 上で英語のトレーニングをできるようにした。 基

本的に、修士課程および博士課程１年生に６ヶ月間の自主学習を提供した。３年間で計３６０名が e ラーニング

に登録した。 

・ ＴＯＥＩＣの受験支援 

「大学生協のカレッジ TOEIC」を利用し、博士課程前期１年生および博士課程後期１年生に積極的に受験

させた。３年間で２３８名が TOEIC を受験した。 
 

② 学習環境の整備 

○ 国際学会への学生派遣および国内外の研究機関への学生派遣（インターンシップ） 

学生の国際会議等での発表およびインターンシップに対して支援を行い、学生による研究活動の国際性お

よび主体性を涵養した。支援を受ける学生には本研究科で採用している外国人特任教員によるプレゼンテー

ション法の演習講義を受講することを、また国際学会発表・インターンシップ派遣支援を受けた学生には、成果

報告書の提出と支援成果報告会での発表を義務付けた。その結果、本ＧＰ支援により３年間で国際会議等の

発表に４５人を、インターンシップに８人を派遣することができた。 
 

○ 国際サマースクールの実施 

 部局間交流協定校から院生あるいは若い教員を招聘して国際サマースクールを開催し、高度な実験実習や

食料･環境をテーマとしたパネルディスカッションを本研究科の院生と共に実施し、協定校との国際交流を推進

するとともに本研究科院生の英語でのコミュニケーション能力を高めた（表 1）。 

表 1: 国際サマースクール実施内容 

実施日 招聘者 コースプログラム 招聘国 

2008 年 7 月 27 日 

～8 月 6 日  
6 名 

Animal Science 

Plant and Soil Science 
インドネシア，ベトナム，中国  

2009 年 7 月 30 日 

～8 月 8 日  
9 名 

Applied Microbiology 

Aquatic Biology  

バングラディッシュ，韓国， 

インドネシア，ベトナム 

2010 年 7 月 30 日 

～8 月 7 日  
8 名 

Animal Science 

Plant and Environment Science 
スリランカ，インドネシア，台湾，中国 

 

○ 国際シンポジウムの実施 

 本 プログラムでは食 料 ・環 境 系 高 度 専 門 実 践 技 術 者 養 成 の充 実 を図 っている。この目 的 達 成 のた

めに、中 四 国 地 方 のこの分 野 において研 究 面 でもリードしていく必 要 がある。中四国および海外のあら

ゆる分野から食料に関する話題を提供していただき、毎年、シンポジウムを開催した。 

 20 年度：第 1 回 広島大学食料問題国際シンポジウム  

 安全・安心な食料自給を瀬戸内圏から-里山・里海・里食のフロンテイア- （参加者 約９００人） 

 21 年度：第 2 回 広島大学食料問題国際シンポジウム  

 東アジア共同体の「食の安全環境」—国際教育連携をめざして— （参加者 約１３０人） 

 22 年度：第 3 回 広島大学食料問題国際シンポジウム  

 東アジア共同体の「食の安全環境」—国際教育連携をめざして— （参加者 約１３０人） 
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○ 大学院生の研究プロジェクトへの参加（ＲＡの雇用） 

 大学院博士課程後期学生の中で、社会人入学学生および国費外国人留学生を除き、生物圏科学研究科

に在籍する優秀な後期学生を研究補助者（エクセレント RA）として募集・雇用して、積極的に研究プロジェクト

への参加を促した。結果として、３年間で４９名の学生をＲＡとして採用した。採用時には書類選考を行い、各

自の研究への取り組み内容が優れていると判断した学生を採用した。この取り組みは、院生会において研究

内容をお互いに切磋琢磨する講演会や勉強会の開催に繋がった。 
 
○ 大学院生の自主性の涵養 

 大学卒業生および大学院修了生に求められる能力の中でも学生の主体性､自主性は特に要望されることで

ある。これまで本研究科では大学院生同士の横や縦のつながりが少なく、学生間での切磋琢磨がされ難い状

況にあった。そこで、本研究科の大学院生の主体性､自主性を涵養させる目的で、大学院後期課程の学生に

院生会の設立を促し、活動を援助した。院生会主催の講演会は、平成 20 年度に 3 回、平成 21 年度に 4 回、

平成 22 年度に 3 回開催された。（実施例：「博士課程後期学生のキャリアデザインセミナー」、「学振申請書書

き方のノウハウについて」、「理系学生のための文章力講座−分かりやすい自己 PR を書く」、「大学院生のため

のキャリア開発セミナー～研究者に求められる能力と人材像～」）。また、勉強会や、毎年企業の若手研究者と

の交流会も開催し、大学院生の主体的活動への支援が大学院生自身の人材育成に繋がった。 
 
○ ＴＡの雇用 

 教育補助業務を経験させる目的で、本研究科の大学院生ほぼ全員をＴＡとして雇用した。全員にＦＤとして

事前指導を行うとともに、終了後は TA 実施報告書を提出させ、事後指導も行った。この取り組みにより、ほぼ

全ての大学院生に対して教育経験を積ませ、教育の重要さ、楽しさ、難しさを理解してもらうことができた。 
 

③ 教員の意識改革 

○ 教育改革に関するＦＤの実施 

  生物圏科学研究科として平成２０年度に８回、２１年度に４回、２２年度に７回のＦＤを実施した。実施後のア

ンケートによれば、ＦＤには、出張や他に用務のある教員以外はほぼ全員参加し、教員の大学院教育改革へ

の意識が向上した。 

 

２．教育プログラムの成果について 

(1)教育プログラムにより、期待された成果が得られたか 

①教育実施体系と教育カリキュラム整備の成果 

○サブセメスター制およびステップアッププログラム運用の効果 

 サブセメスター制を導入して体系的にステップアップさせることにより、個々の大学院生に対応したカリキュラ

ムシステムを構築できた。この体系的な教育システムは、中央教育審議会の大学院教育に関わる答申に記載

されている「学生の質を保証する体系の整備」にも合致した。前期および後期学生のアンケート結果(回

収率 90%、n=184)より、ステップアッププログラムとサブセメスターに関しては高評価であり（図７・

図８）、学生の学習・研究への自立性や積極性が向上するなどの教育効果も認められた。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

図７：学生アンケート 【問１】 

   

20%

63%

12%

4% 1%

非常に良くできた

ある程度できた

変わらない

あまりできなかった

全く出来なかった

7%

51%23%

17%
2%

非常に良くできた

ある程度できた

変わらない

あまりできなかった

全く出来なかった

各ステップ目標を計画的に到達することができた、あるいはで

きなかった場合、その原因・問題を分析し、次ステップの目標

作成へつなげることができましたか 

ステップアッププログラムとサブセメスター制を用いること

で、学習・研究に自立的・積極的に取り組むことができま

したか 

図８：学生アンケート 【問２】 
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実施年月 TOEIC平均点 上昇点数

　21年 6月 498.1

　21年12月 542.6

　22年 7月 489.7

　22年12月 520.8

44.5

31.1

605.0

支援後平均点支援前平均点

552.5

○e ラーニングポートフォリオ（教育記録システム）の運用による効果                            

ｅラーニングポートフォリオを構築することにより、中央教育審議会の大学院教育に関わる答申に記載されて

いる「質の保証された博士課程教育の確立」に合致した到達目標とその省察を行うシステムが構築できた。平

成 22 年度途中からの運用であるため、最終的な評価を行う段階には至っていないが、３人の外部評価委員か

らは、効果的な教育システムが構築されたとの評価を得た。また、この Web 教育記録システムは学内外からの

評価も高く、学内で行った説明会には、他大学や他研究科から多くの教職員が参加した。また、他大学より、

取り組み紹介の依頼を受けている。このことより、本システムを効率的に運用していくことで質を保証した博士

課程教育を効果的に発展できるものと考えている。 

 

○共同セミナー充実の効果 

研究科共同セミナーの効果も、検証アンケート

で肯定的意見が８割を超えた。このことより、本プ

ログラムで実施した共同セミナーは、教育研究上

の効果は高く、幅広い視野や柔軟な思考の獲得

に効果的であったと判断される（図９）。 

 

 
 

② 大学院学生の国際性の涵養と英語教育の推進 

○英語 e ラーニング支援、国際学会参加支援、ＴＯＥＩＣ受験支援の効果 

 最終的に平成２２年度までに、330 名の学生がＴＯＥ

ＩＣを受験し、英語ｅラーニングを受講した学生の受講

前後のＴＯＥＩＣ点数を比べると、21 年度は平均で

44.5 点、22 年度は平均で 31.1 点上昇した（表２）。ま

た、外国人特任教員による演習講義（プレゼンテーシ

ョン法）を受け、国際学会発表をした学生の TOEIC は、

平均で 52.5 点高くなり(表３)、195 点ものスコアアップ

をする学生もいた。これらのことより、本支援は学生の

英語力の向上に大きな効果が得られたと言える。さら

に、国際学会での発表が認められ、報告会のアンケ

ートでは、(A)多くの学生が英語力の未熟さを痛感し

てそれを改善することが最重要課題である感じたこと、

(B)国際学会で多くの海外の参加者とディスカッション

することができて充実したこと、(C)論文でしか目にし

なかった著名な科学者と実際に話しをすることができ

たこと、(D)ポスドクとして応募しようと考えていた科学

者と直接会って自己紹介をすることができたこと、(Ｅ)

研究のネットワークが形成できたこと等、多くの貴重な

意見が寄せられた。さらに、複数の発表者から参加前

と参加後の TOEIC の点数が 100 点以上も上がったと

いう報告もあった。また、「国際学会における学生発

表の支援およびインターンシップ支援は効果があった

か」という問４に対して、89%の学生が効果があったと

回答した（図 10）。 

 

 

26%

58%

7%
7% 2%

非常によくできた

ある程度できた

変わらない

あまりできなかった

全くできなかった

図１０：学生アンケート 【問４】 

 
1%

65%
24%

9%
1%

非常に効果的だった

ある程度効果的だった

変わらない

あまり効果的でなかった

全く効果的でなかった

幅広い視野、柔軟な思考の獲得ができたか 

図９：学生アンケート 【問３】 

国際学会における学生発表の支援およびインターンシップ

支援は効果があったか 

表２：英語ｅラーニング支援によるＴＯＥＩＣ平均点 

表３：国際学会発表支援者のＴＯＥＩＣ平均点
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図 11：国際サマースクール 

図 12：食料問題国際シンポジウム 

③ 学習環境の支援と成果 

○英文校閲支援、国際学会や海外研究機関への学生派遣の効果 

 英文校閲支援では、平成 20 年度の支援学生は 8 名であったが、21 年度には 11 名に増え、22 年度には 28

名にまで毎年増加し、大学院生が積極的に英文投稿論文を書きあげ、国際学術雑誌への投稿の増加につな

がった。学生の論文発表数は、20 年度が 86 報、21 年度が 84 報、22 年度には 91 報であり、国際学会での発

表数は、20 年度が 32 名で、21 年度が 34 名、22 年度には 41 名であった。22 年度は多くの学生を支援できた

ことで、それぞれ数が伸びている(表４)。また、海外から学生を招待し、当研究科の学生と共同して受講する国

際サマースクールを毎年１回開催した。当研究科の学生のグローバル化にとって大きな効果を持つ事業とな

った(図 11)。この内容は、平成 20 年 8 月 5 日の中国新聞に掲載され、また、３回の国際サマースクールは文

教速報や文教ニュースでも紹介された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○食料問題国際シンポジウムの効果 

 食料問題国際シンポジウムを３年間毎年開催し、１２００名以上の学

生、教職員、一般人が参加した。特に大学院生には、食料・環境問

題の重要性を認識させ、問題意識の向上につながった。本シンポジ

ウムは今後とも東アジアの交流協定締結大学と連携して毎年開催し

ていくことになっている（図12)。 

 
○ＲＡ・ＴＡ雇用の効果 

 ３年間を通して博士課程前期学生には、可能な限り全員をＴＡとして従事させ、その教育経験を報告書として

提出させた。本報告書からは、ＴＡが有益な教育経験だったことが推測される。問６のアンケート「ＲＡ採用は学

習・研究・経済的に役立ったか」の問いに対して 88％の学生が効果ありと回答した（n=166）（図には示さず）。    
  

○院生会の活動の効果 

  院生会が立ち上がり、大学院生が主体となって講演会を開催

した。また、学振の特別研究員採択に向けて、学生同士で勉強会

を催すことで、参加者の学振特別研究員採択率は 22 年度に大幅

に向上した（採択率 45％）(表５)。また、本研究科と包括連携協定

を行っている「日本ハム（株）中央研究所研究員の方々との交流

会」が毎年実施され、これらの 活動を通して大学院生の主体的

な意識が向上し、報告書によれば、研究者指向へのモチベーシ

ョン向上が認められた。 
 

○学生の表彰、学会賞受賞 

 本ＧＰ支援を受けた大学院生が、「第１回（平成２２年度）日本学術振興会 育志賞」と“The 2010 Awards 

of The D.N. Chorafas Foundation”を授賞した。また、学生の優秀論文発表などの受賞回数は、平成 20 年

度が 12 件、平成 21 年度が 12 件、平成 22 年度が 10 件であり、毎年平均して高い数値を維持している。     

表５： 学振特別研究員採択率 

年度 採択率(%) 

21 年度採用分 23.5 

22 年度採用分 45.0 

表４：英文論文数の変化 

  英文校閲支援 
学生数 

大学院生の 
論文発表数 

大学院生の 
国際学会発表数

20 年度 8 86 32 

21 年度 11 84 34 

22 年度 28 91 41 
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○就職率の変化 

 全国の大学の就職率は昨今の不況の影響を受けて低下し続けているが、本研究科の就職率(就職内定

者数／就職希望者数)は平成 20 年度が前期学生 99%、後期学生 100%、平成 21 年度は前期学生 89%、後期

学生 89%、平成 22 年度が前期学生 93%、後期学生 92%となり、高い就職率を維持している。 

  

 以上のことより、平成 23 年 1 月に答申された中央教育審議会の「グローバル化社会の大学院教育」

に示されている、「学生の質を保証する体系の整備」および「質の保証された博士課程教育の確立」に

沿った内容のプログラムが形成され、本プログラムは当初の期待以上の成果が得られたと考えられる。 

 

３．今後の教育プログラムの改善・充実のための方策と具体的な計画 

(1) 実施状況・成果を踏まえた今後の課題は把握され、改善・充実のための方策や支援期間終了後の

具体的な計画が示されているか 

 本教育プログラムでは、大学院生、外部評価委員、および内部の大学院教育改革推進委員会から、多くの

成果が得られたとの評価を受けた。しかしながら、同時に様々な課題も浮き彫りになった。以下に、それぞれの

課題と改善、充実のための方策について、述べる。 

① カリキュラム改革 

 カリキュラム改革についてはコースワークの実質化・充実が図られ、学生を含む全ての評価者から高評価が

得られた（上述）。今後は、大学院学務委員会でコースワークの実質化のための教員同士の連携、授業科目

の見直し等を実施して、さらなる充実を図り、独自の研究テーマを俯瞰的に追求するリサーチワークへと繋げ

る。また、多様なキャリアパスの確立として、大学院生との対話を進めながら、実践科目の充実、より多くの企業

等とのインターンシップを拡充していく。これらの改革は、絶えず研究科教育改革推進委員会でチェックを受け、

PDCA のサイクルを常に意識しながら実施する。 

② サブセメスター制 

 サブセメスター制（１年４学期制）の導入によって、多様な学生に多様な授業科目を提供できるようになり、基

礎力•応用力の強化と分野俯瞰力の養成のため、大きな教育効果があった。（上述）。学生を含む全ての評価

者から高評価を得たサブセメスター制を、今後は全学的に広めていく予定である。 

③ ｅラーニングポートフォリオ（教育記録システム）とステップアッププログラム 

 教育記録は学生の履歴書、指導記録となる大切な記録であるが、蓄積した記録とその利用が今後の最重要

課題となる。在学生への説明会や教員への説明会並びにＦＤを開催することで、ｅラーニングポートフォリオの

効果的運用を徹底させていく予定である。このシステムを用いて学生の到達目標を明らかにすること、および

学位審査に外部審査委員を加えるなどして学位の質の保証の担保を行い、また、質の保証の透明性（可視

化）を確保し、中教審の「今後の大学院教育の完全方策」で指摘されている、「学位プログラムとしての大学院

教育の確立」に努める。 

 本システムが稼働することにより、結果的に修了証書にもなりうる教育記録履歴書ができあがることとなった。

現在、学生は卒業後に e ラーニングポートフォリオを使用できないが、これは全学的なレベルで卒業後にもこの

ポートフォリオを利用できるシステムの構築を予定している。 

④ 大学院生の海外、国際学会への派遣支援 

 本ＧＰ事業の中で、教育効果が高かった取組だったので、学長裁量経費で、全学的に国際学会への派遣支

援をすることになった。研究科長裁量経費からも派遣支援し、今後もできるだけ多くの学生を海外に派遣する

予定である。 

⑤ 大学院生の英語能力向上支援 

 大学や研究科で予算を確保し、学生の英語論文校閲支援、英語 e ラーニング支援を継続する予定であ

る。 

⑥ 大学院生の主体的・自主的活動への支援 

 院生会が活発に活動し、自主性の向上と学振の特別研究員の採用などで大きな成果をあげた。今後も研究
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図１３：本プログラム紹介用のＨＰ 

科として院生会を支援し、社会人基礎力を身に付けるための大学院生の主体的・自主的な活動を支援す

る。 

⑦ ポストＧＰ後の大学院教育改革のための組織 

 ＧＰ後も教育プログラムを継続発展させるためにＧＰ継続ＷＧを設置し、大学院学務委員会と連携しながら、

大学院教育を推進する。また、研究科教育改革推進委員会による評価体制も充実させ、大学院教育を改善

する。ＰＤＣＡサイクルを回しながら、大学院教育改革を推進し、グローバル社会に対応した優秀な人材を世に

輩出する。 

 

４．社会への情報提供 

（１）教育プログラムの内容、経過、成果などが大

学のホームページ・刊行物・カンファレンスなどを

通じて多様な方法で積極的に公表されたか？ 

学内外において積極的に下記の広報活動を行った。 

① パンフレットの作成・配布：本プログラムの教

育プログラムについて簡潔にまとめたパンフレット（A4

サイズ4ページ）を作成し、学内外に配布・周知徹底を

図った。 

② Ｗｅｂサイトでの広報：本プログラム専用のweb サ

イト（http://home.hiroshima-u.ac.jp/gsbsgp/）を作成

し、平成20年11月に公開した。本プログラム取組内容

や教育プログラムの説明等を掲載し、イベント・講演

会の開催案内や活動状況について随時掲載した（図

13）。 

③ 大学教育改革合同フォーラムでの発表：平成21

年1月に開催された大学教育改革プログラム合同フォ

ーラムでポスター発表を行った。また、毎年大学教育

改革合同フォーラムに参加し、関係資料（GPパンフレ

ット等）を配布した。 

④ 報告書の作成・配布：平成20年度、平成21年度、

平成22年度と、各年度の報告書を作成した。また、３

年間の活動成果をまとめた総括報告書も作成し，学内外の関係機関へ送付した。 

⑤ 文部科学省ＧＰポータルページへの掲載：（http://gp-portal.jp/src/ippan/shoukaiPage.cfm?id=956） 

文部科学省のGPポータルのサイトにて、取組内容およびFD講演会、総括報告会の様子を動画で紹介した。  

⑥ 国際セミナーや他の大学での広報活動： 平成 22 年度に開催された熊本大学での e ポートフォリオ国際セ

ミナーにおいて発表し、実施内容の広報活動を行った。また、岐阜大学より招待講演の依頼を受け、平成 23

年度 9 月に講演する予定である。 

 

５．大学院教育へ果たした役割及び波及効果と大学による自主的・恒常的な展開 

（１）当該大学や今後の我が国の大学院教育へ果たした役割及び期待された波及効果が得られたか 

 本プログラム「食料・環境系高度専門実践技術者養成」（スペシャリスト・ゼネラリスト融合型人材育成プログラ

ム）は、広島大学が教育目標の一つとしている「実践的教育による高度専門職業人の養成」に資するも

のである。また、広島大学の中期目標中期計画に謳われている「大学院教育の実質化」に沿ったプログ

ラムであり、全学的に推進している「研究科の特色・個性を尊重した大学院教育改革の推進」にも合致してい

る。 

 本プログラムは、個々の大学院生が持つ多様な目標に対し、学生と複数の指導教員が協議してステップ
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ごとに教育目標を設定し、教育記録を作成、さらにその到達度を評価するものである。また、多様な目標

設定を実現するために全国で先駆けてサブセメスター制を導入し、専門基礎科目→専門科目→実践科目

→修士・博士論文と段階的に科目履修を進め、必要な基礎的知識・専門的知識や技能、さらに、研究課題の

抽出・解決能力を着実にステップアップして修得させるオーダーメイド型のコースワークである。新たな

教育システムを完成させることができ、大学院生・内外の教員・外部評価委員より高い評価を得た。サブセメス

ター制は他大学にも波及し、佐賀大学などでも試み始められている。 

 本プログラムの取り組みは、広島大学の教育改革に関する全学 FD において、毎年、取り組み内容、実施状

況および改善点を紹介し、他研究科の教職員に対しても情報を提供した。ｅラーニングポートフォリオにおいて

も、22 年 3 月に熊本大学で開催された「e ラーニングポートフォリオ国際セミナー」で紹介し、本取り

組み内容の周知に努め、高い反響を得た。 その結果、岐阜大学連合獣医学研究科から、本プログラムの e ラ

ーニングポートフォリオを紹介してほしいとの依頼が来ている。 

 本プログラムの総括報告会では、理事・副学長（教育担当）より、本教育システムを全学的に展開すべきであ

るとの提案がなされた。その結果、各研究科の代表と教育室副理事（教育改革担当）が出席する大学院課程

会議において、今後の大学院教育の体系化と質の保証システムとして重要な取り組みとして認識され、広島大

学の他の研究科に波及させるための審議が開始することとなった。これらの事より、本プログラムが学内外に一

定の波及効果を与えたものと考えられる。 

 

（２）当該教育プログラムの支援期間終了後の、大学による自主的・恒常的な展開のための措置が示さ

れているか 

 支援終了後も、本プログラムで完成させた教育システムは、自主的・恒常的に運用が可能である。また、研究

科内の各種委員会による PDCA を実行し、恒常的な評価・点検・改善を継続し、発展させて行く。 

 支援経費によって購入した双方向授業システムや、講義のアーカイブにも発展させることができる講義記録

システムなどを用い、山口大学や県立広島大学との双方向授業の開講も実現化目前まで来ており、現在、両

大学の学務関係の委員会において協議が開始された。 

 国際学会への学生派遣や、国際サマースクール、国際シンポジウム、e ラーニングによる英語教育、

院生会への支援、英文校閲支援等に関わる必要な財源は、大学本部からの支援に加え、研究科長裁量経

費からも支出が可能である。大学院教育の体系化と質の保証が 2011 年の中央教育審議会の答申で提言さ

れており、本プログラムがこの答申に合致していることから、法人本部から大学全体で支援していく必要がある

との理解が得られており、学長よりＧＰ事業継続のための支援が約束されている。 

 今後も海外の交流協定締結校との交流連携の実質化と拡充を進めながら、食料環境分野でのグローバル

化に対応した大学院教育を推進し、学内外への展開をはかりたい。 
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組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会における評価 

 

【総合評価】 

□Ａ  目的は十分に達成された 

■Ｂ  目的はほぼ達成された 

□Ｃ  目的はある程度達成された 

□Ｄ  目的はあまり達成されていない 

〔実施（達成）状況に関するコメント〕 

 「食料・環境系の高度専門実践技術者としてスペシャリストあるいはゼネラリストの能力

を持ち、人間性、国際性を有した有能な人材を養成する」という教育プログラムの目的に沿

って、サブセメスター制の導入、学生が目指す方向性に応じたステップアップ型カリキュラ

ム体系と教育記録システムの構築、学生の国際性向上と英語教育の推進などの計画が着実に

実施され、取組を実施する前の課題であった「多様な学生の希望に柔軟に対応できる大学院

教育課程」へと改善されるなど、大学院教育の質の向上に大きく貢献している。 

 特に、サブセメスター制とステップアッププログラムは学生からの高い評価、教育記録シ

ステムは外部評価委員から効果的な Web 教育システムであるとの評価が得られており、英語

e-Learning 支援や TOEIC 受験支援についても一定の成果が得られている。更に国際会議への

発表数とインターンシップの実績数を増加させること等により、今後の成果が期待される。

支援期間終了後の実施計画については、コースワークの実質化のための見直し等を図りなが

ら、本教育プログラムの継続が示されており、十分に検討されている。 

 社会への情報提供については、パンフレット、ホームページ、フォーラムでの発表など、

その成果は広く公表されている。教育システムとしての成熟度は高く、大学院教育の体系化

と質の保証システムとして他大学への波及効果が期待される。 

 支援期間終了後の大学による自主的・恒常的な展開については、プログラム内の事業の発

展的継続が示され、また財源的支援体制も構築されている。 

 留意事項については、スペシャリスト型とゼネラリスト型の融合型教育の運営方法につい

ては、対応がなされている。設備備品費、旅費、人件費などの教育研究経費は効率的・効果

的に使用されている。 

 

（優れた点） 

 サブセメスター制、ステップアッププログラム、教育記録システム、英語 e-Learning 支援

などは、高度専門実践技術者として、スペシャリストあるいはゼネラリストの能力を持つ人

材を養成する優れた教育モデルとして高く評価できる。 

 

（改善を要する点） 

 学生の国際性、自主性等の一層の涵養のために、海外インターンシップや国際会議等への

参加者拡大への方策について更なる検討が望まれる。 
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